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世界の自動車販売台数は、2008年のリーマン
ショックにより一時的に減少したものの、
中国の成長がけん引し右肩上がりが続いた

2017年 第１次トランプ政権発足

米中貿易摩擦により販売は2017年をピークに減少

2020年はコロナにより激減

その後は半導体不足等により回復に遅れ

2023年にはコロナ前の2019年水準に回復

2024年は前年の規模を維持する見込み

自動車需要 販売台数の推移

Mark l i ne sを基に日本郵船作成

万 台
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2024年の自動車市場の特徴 EV販売が伸び悩んだ

① 2024年の EV販売は引き続き伸びているが、多数を占める中国の伸びによるもの

② 販売に占めるEV比率：米国は前年比で横ばいに、欧州はマイナスに転じている

③ 2024年のBEV販売は前年比の伸びが緩やかに。中国の増加はPHEVが中心

欧州ではEV補助金の縮小・廃止があり、EV購入のハードルが上がる

EV(BEV+PHEV)新車販売台数の推移（EV三大市場：中国、欧州、米国）

①

③

②

前年同期比
2024 1-9月

EV販売台数（万台）

+33%792 (460/331)中国

▲3％213 (143/69)欧州

+6%114 (91/23)米国

カッコ内はBEV/PHEV台数内訳

①

出所：Mark l ine sを基に日本郵船作成

BEV：バッテリー電気自動車

PHEV：プラグインハイブリッド車
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コロナ禍、半導体不足等により減少した時期はある
が、全体として輸送台数は緩やかな増加傾向

コロナ禍以前のアジア輸出は日本・韓国発輸出が多
かった

コロナ禍からの輸出回復の際に、

中国からの輸出が大幅に増加

⇒東アジアからの輸出比率拡大

⇒自動車船需給引き締め

輸出と荷動き 自動車船による輸出台数の推移

出所：Clarksons Researchを基に日本郵船作成

注：欧州域内の輸送を含まない
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1台当たりの輸送距離が伸びている

要因：①喜望峰迂回

②アジアからの輸出入がアンバランスに

③中国からの長距離輸出（欧州向け等）が増加

自動車船輸送の長距離化

出所：Clarksons Researchを基に日本郵船作成

中国からの輸出増加により、

アジアからの輸出は輸入の5倍を超えつつある

1年前の予測より輸出入ギャップは拡大

注：欧州域内の荷動きは含めていない

倍
マ イ ル
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中国の主要輸出先国と内訳

出所：中国税関統計

欧州や中南米向けなどの長距離輸送が多い

国によって、EV輸出とEV以外の輸出で傾向が分かれる

万 台

中国からの輸出は2021年以降急拡大した

万 台

注：海上輸送以外の輸出も含む
注：EVはBEVとPHEVの合計
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各地で関税引上げ等の対応

急増する中国輸出車への各国の対応

備考税率適用開始時期対象国/地域名

+40%2023.3中国製車両（EV）トルコ

トルコに生産施設を投資する場合は追加関税免除(2024.7)+40%2024.6中国製車両（乗用車に拡大）

減免措置の段階的廃止段階的に35%へ2024.1.1輸入車両（BEV,PHEV,HEV）ブラジル

+25%から増税幅拡大+100% 2024.9.27中国製EV (BEV+PHEV)米国

+100%2024.10.1中国製EV＋一部HEVカナダ

最大+35.3%2024.10.30中国製BEVEU

出所：各種報道等

中国系メーカーは現地化を進めるなどして対応

⇒荷動き減少要因

BEV：バッテリー電気自動車

PHEV：プラグインハイブリッド車

HEV：ハイブリッド車
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新造船契約数はピークを越えた

近年急拡大した中国からの輸出量を

船腹が追いかける状況

船腹供給

出所：Clarksons Researchを基に日本郵船作成

隻 隻

竣工船は急増

2025年にピークを迎える

傭船料は前年より下落したものの、

依然高止まり
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船腹供給

出所：Clarksons Researchを基に日本郵船作成

2021年以降のスクラップは急減

（2024年のスクラップは０隻）

船隊の老齢化が急速に進んでいる

A g e

隻
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スエズ運河通航再開の可能性

米国やEU等による域内生産シフト

米国の追加関税による米国向け車両減少

新造船竣工による輸送能力増加

今後の需要と荷動き まとめ

当面は自動車船需給が引き締まった状態が続くと見込まれるものの、

関税政策/政治情勢などの不安定要素も多い

緩和要因 引き締め要因

台当たり輸送距離の増加

中国の輸出拡大

コンテナ船輸送からの回帰

環境規制による減速航海

老齢船の退役による輸送能力減少

自動車船腹需給
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コンテナ船2
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1.運賃市況 ①SCFI総合運賃指数 2025年1月17日付 最新

出所：上海航運交易所

SCFI総合運賃指数は前週比159.86ポイント低下の2,130.82ポンイト。

1月15日にガザ停戦合意が発表された。スエズ運河通航再開の可能性が出たことで、船腹需給が緩むとの期待感から運賃市況が低下した。

通航再開時期は、実際には、フーシ派による商船攻撃が止み、安全な航海が可能と判断できてから。現時点では見通せてはいない。

米国東岸港湾スト回避がきっかけで大幅低下となった1月10日付に続き、市況低下が2週連続している。

● 総合指数構成内訳
⇒ 北欧州（20%)、地中海(10%)、北米西岸(20%)、北米東岸(7.5%)、中近東(7.5％）

豪州(5%)、南米東岸(5%)、シンガポール(7.5%)等、上海出し主要輸出先のスポット
運賃を荷主、船社、Forwarderよりヒアリングし運賃指標を算出。
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23年10月以降
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１.運賃市況 ②市況変化要因 米国東岸港湾労使交渉 暫定合意でスト回避

ストライキ回避による本船運航への影響

• 回避１ 2024年末から顕在化していた米国東岸

の港湾混雑のさらなる悪化を回避

大西洋航路、南北航路の運賃市況も軟化

• 回避2 2025年2月から始まるアライアンス再

編時には、大掛かりな本船入替作業が発生する。

その際の混乱増幅を回避する。

賃金率上昇による荷役費用の上昇

• 荷役費用は一本 $125～$150増

現行$400～$500

（ミシガン州立大学 Jason Millar教授の試算）

世界で最も高い荷役料金だが、Base運賃に盛り

込まれているため、荷主には見えにくい。

• 荷役費用の上昇分は、運賃に盛り込まれ、最終

的には運賃に転嫁される。

港湾労使交渉の政治問題化

• ILAは選挙期間中は、現職大統領と大統領候補者の双

方から支持を取り付け。交渉終盤では次期大統領が

組合支持を表明した。

• 組合は、「外国企業に米国港湾労働者が搾取されて

いる」と苦境を訴えた。（2022年、バイデン大統領

は、インフレの元凶として海外のコンテナ船社を非

難した経緯あり。）

ILA（組合）とUSMX(会社）との間の労使交渉がまとまり、新規６年について暫定合意に至った。（労使連名で1/8に発表）

この結果、米国東岸、メキシコ湾の港湾のストライキは回避された。

労使合意事項と争点 （詳細は公表されていないが、匿名で情報開示あり）

賃金上昇率 6年で 62%（組合の要求 77%増。会社側回答は、1次38%、2次50%。会社側最終案を62%としたのは、ホワイトハウスによる会社側への圧力。）

労使交渉の賃金以外の争点 港湾荷役機器の自動化問題

組合は港湾機器の新技術や自動化（半自動も含む）に反対し、10月時点で継続課題としていたが、最終的は容認するスタンスに変化した。

港湾自動化の必要性：自動化による荷役効率化は、コンテナヤード拡張余地が限られている東岸ガルフの港湾には必要。

米国東部南部の人口増加、アセアンやインドへのサプライチェーン拡大で、東岸ガルフ港の比重が高まる予想あり。

港湾ストライキ回避の運賃市況への影響 （1月10日付SCFI総合運賃指数が低下した背景）

船腹需給の変化： 需要 スト対応の積み増しが不要になる/ 供給 ストによる滞船、混雑の船腹ひっ迫回避

船腹需給のひっ迫感が緩和され、市況が低下した。船腹ひっ迫回避は、北米航路だけでなく航路全体に影響が及んだ。

その他の特記事項
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1.運賃市況 ③市況変化要因 ガザ停戦合意によるスエズ運河再開期待

ガザの停戦合意は、直ちにスエズ運河通航再開を意味しない。

スエズ運河の通航再開はイエメンのフーシ派による商船攻撃が止まることが条件。

フーシ派は、停戦発効をうけ、イスラエル保有船以外は攻撃対象としないと発表したが、攻撃停止の時期は見通せない。

MaerskとHapagは、スエズ通航再開は、フーシ派の攻撃が止まり安全が十分に確認される時とコメント。(JOC 1/20)

ガザ停戦合意直後 商船攻撃を止める条件を発表

イスラエルのガザからの完全撤退（停戦の第2段階の項目）

フーシ派の態度変化 （1月15日から本日1月21日にかけて）

フーシ派による商船攻撃に関する識者の見方

• イスラエルによるガザ完全撤退への懐疑論あり。

• フーシ派による商船攻撃は、停戦合意の後も続く。フーシ派にはそれだけの武器がある。

武力行使によりイエメン国内での正当性を訴えることもあり得る。

• 米英などにフーシ派を制圧するに十分な武力が無い。EUのAspides作戦あるが、艦船は当初計画の隻数を満たしていない。

特記事項 CMA CGMの航路運営

• CMA CGMはベイルートに寄港するアジア地中海航路でスエズ運河を通航している。フランス艦船の護衛をつけての運航。

• CMA CGMは昨年、北米東岸航路でもスエズ運河通航再開を検討したが、貨物保険が適用されないとの理由で荷主がスエズ

に反対したことをうけ、計画を撤回した経緯がある。

ガザ停戦発効後 （1/19)

イスラエル船以外は商船攻撃を停止する
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2.コンテナ輸送の2025年の見通し ①船腹と輸送需要の増加率

前年比
増減率 荷動き

船腹需要（TEU MILES)

船腹供給

15%

10%

5%

0%

-5%

2022年 2023年 2024年 2025年予想

船腹供給、船腹需要、荷動き増減率推移

出所：船腹供給 郵船調査G、船腹需要と荷動きはClarkson

2025年船腹需給の増減率 通年で喜望峰迂回を前提

船腹量増加率 5.2%（前年比）

船腹需要増加率 3.0% TEU MILES

荷動き増加率 2.8%

2025年
（予）

2024年2023年2022年増加率

5.2%10.7%8.1%4.1%船腹供給

3.0%17.7%2.0%-5.2%船腹需要

2.8%5.4%0.7%-3.6%荷動き

2025年にかけての変化

船腹は新造船竣工がピークを過ぎ、増加率は5.2%を予想。

中成長に減速する。

輸送需要（TEU MILES)の伸びは、新たに喜望峰経由を始める

航路が無いため、荷動き増加率に近くなる。

船腹供給の増加率は輸送需要を上回るが、2022年や2023年ほ

どのギャップにはならない。

船腹供給の5.2%の増加率は、減速航海、欠便、解撤などによって

吸収できる。ところが、スエズ運河通航が再開される場合には、

短期間のうちにまとまった規模の余剰船腹（220万TEU前後）が発

生するため、船腹需給は一気に緩むおそれあり。（次頁ご参照）
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2.コンテナ輸送の2025年の見通し ②船腹供給と船腹需要の変化要因

需給

締まる

緩む

船腹供給 船腹需要

船腹を吸収する契機

• 港湾混雑

• 不安定な本船オペレーション

新アライアンス始動時の本船入替

• 減速航海

• 欠便（船腹需要の見通しに基づいた欠便）

• 航路休止

• 高齢船の解撤

年初

船腹量

5.2%増

2025年12月末

TEU MILES

3.0%増

荷動きの変化要因

• 関税引き上げ前の駆け込みによる増加

• トレードパターンの変化による航路別荷動き増減

• 金利引き下げによる住宅需要と消費の喚起

スエズ運河通航再開となれば

航海距離が短くなることにより、輸

送需要が急速に収縮する。

220万TEU前後の船腹が余剰となる

見込み

船腹量の伸び率が輸送需要の伸び

率3％に等しくなるのは（単純計

算で）6月以降

船腹供給の調整余地と船腹需要の変化の方向性

需給

締まる

緩む

• 関税引き上げ後の反動減

• 新興国経済の変調 アフリカ、南米
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2.コンテナ輸送の2025年の見通し ③2025年5月までに見込めること

2024年12月 2025年1月 2月 3月 4月 5月以降

• 1月1日 欧州新年度運賃

欧州EUETS,FuelEU導入

• 1月15日の米国東岸港湾スト回避

• 1月19日からガザ停戦合意

• 1月20日 米国大統領就任式

• 1月29日 春節開始（例年比で早い）

• 2月1日 新アライアンス始動

• アライアンス再編

本船入れ替え完了

• 世界で港湾混雑続く

• 余剰船腹無い状況

• 米国東岸ストに

よる混雑は回避。

• アライアンス再編の本船入替

時に混乱の可能性。

• 港湾混雑増幅の恐れ

混雑解消には数か月要す可能性

• 船腹Supply 年初から新造船竣工続く 年末までに5％台の増加

見込まれること

前提

喜望峰の迂回続き

スエズ再開はまだ

港湾混雑

と船腹

荷動きと

市況

• 前倒し輸出

• 駆け込み輸出

• 春節前荷動きピーク

特に欧州は増加

• 春節期間中は荷動き

SLOWだが、米国小

売り貨物前年比増が

予想されている。

• 春節後の荷動き立ち上

がり ふたつの方向性

駆け込み続く

反動で減速

• 5月1日 北米新年度運賃• 米国貨長期契約運賃 交渉は中盤から終盤戦に移行

12月末

運賃市況に上昇余地あり

船腹量前年比10.7%増でも、市況に上昇余地あり。

要確認 新政権開始からの90日間の新政策 関税引き上げ

要確認 海事関連の新政策の可能性

• 新造船竣工が進むと需給のタイト感が緩和

注意点

米国の政策 関税引き上げ

消費地の景気 小売り売上、金利変化

LA火災の復興資材

要確認 フーシ派動向 スエズ運河通航再開時期の情報収集
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3.トランプ大統領就任とコンテナ輸送 ①関税引き上げによる変化
1月20日に米国大統領にトランプ氏が就任した。就任一日目での関税引き上げは見送られた。

就任前に関税引き上げが示唆されていた中国、メキシコ、カナダに関しては、2月1日にメキシコとカナダに関税25%が課せられる見込み。

トランプ大統領は、パナマ運河を武力を以って奪還する姿勢を示してもいる。中国を脅威とする考えが、海事政策にも現れようとしている。

影響１ コンテナ荷動きは増えるのか減るのか？

米国向け 中国発で減る分は迂回生産で代替。減少しにくい ±0

アジア域内 代替生産地への中間財荷動きの増加の可能性 ＋α

カナダメキシコ発米国向け 鉄道、トラックの陸送メイン 微減 （海上輸送シェア小）

中国発カナダおよびメキシコ向け 米国向け減れば荷動き減少 ₋β （時差あり）

アジア域内で増加の可能性。

カナダおよびメキシコ向けで減少の可能性あるが、関税引き上げがカナダやメキシコの輸入貨物の数量

に影響が現れるには、半年単位での時間を要すると推察する。輸入数量変化には、荷主の調達計画の見

直しが条件となる。この計画見直しに要する時間を勘定に入れる必要がある。

影響２ 航路運営への影響

• 中国からアセアンやインドへの生産シフト 米国向け航路で東岸の比重増

• アセアンやインドの迂回生産量の増加 アジア域内航路の荷動き増

中小型のコンテナ船型需要増

• 中国発カナダ、メキシコが減少すれば

中国発カナダ、中国発メキシコ航路の規模縮小

• トレードパターンの変化によるコンテナ在庫管理の変化 （次頁）

思考実験 関税引き上げの影響

• 対象国と関税率

中国 10％引上げ、メキシコとカナダ 25%課徴

引上げ時期と品目詳細は不明

荷動き
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3.トランプ大統領就任とコンテナ輸送 ②コンテナ在庫管理の変化

米国 中国

アセアン
とインド

発端 迂回生産 関税引き上げによる変化

• 中国からアセアンインド向け部材の輸出が増加する。

• アジア域内、インド航路の荷動き増加

• 貨物量の増加 ＝ 必要とするコンテナ本数の増加

中国にコンテナを集める必要あり

アセアンとインド 完成品を製造し輸出

• 輸出が旺盛で、輸入貨のコンテナを輸出貨に使う。（中国にはコンテナを回送しない。）

• 輸出する完成品の貨物量（体積）は、輸入する部材の貨物量を上回る。

輸入で入ってきたコンテナを輸出に転用してもなお、コンテナが不足する場合もある。

• こうしたコンテナ不足地域に（実入りでも空でも）コンテナを集めることが航路運営のポイントとなる。

マーケティングの方針に即した営業実務が重要（収支管理、マーケティング、営業現場の連携が重要）

米国では東岸揚げ貨物の比率が増加する

• 東岸から輸出地アジアに空コンテナを回送する際

には、航海日数と距離が伸びることになる。

この分だけコンテナコストが増加する

コストを抑制することが航路運営の鍵

（Liftingの極大化とコスト最適化を両立させる）

• 関税が引き上げられると、中国 米国が減る代わりに、アセアンやインドからの迂回生産

が増加する。こうしたトレードパターンの変化は、コンテナ在庫管理の変化も伴う。

• コンテナ在庫管理の変化には、現場の営業実務も巻き込んだ日々の業務で対応している。

課題

輸出の起点である中国にどう

やってコンテナを集めるか？
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3. トランプ大統領就任とコンテナ輸送 ③海事政策の変化
• 米国では、海事政策が政治問題として取り上げられている。

• 経済安全保障の観点から、中国の海運、造船の存在感拡大に対抗措置を取るべきとの論者が増えつつあった。

• こうしたなか、海事政策に関して以下の動きがあった。

SHIPS for America Act 連邦議会に法案提出される

the Shipbuilding and Harbor Infrastructure for Prosperity and 

Security (SHIPS) for America Act

• 2024年12月に超党派で法案が提出された

• 内容

米国籍船の増加、造船業強化、船員増員と船員教育の充実

輸入貨物について米国籍船の数量目標を設定（コンテナ船は10％）

中国船に新たに課税

農産品の輸出へ補助金制度導入 など

米国通商代表部 中国の海事産業（造船）に関する調査結果発表

‘2024 Report to Congress on China’s WTO Compliance‘(1/15)

‘Report on China’s Targeting of the Maritime, Logistics and 

Shipbuilding sectors for Dominance‘ (1/16)

• 中国はWTOルールに従っておらず米国に敵対的。

• 中国の造船業は過剰生産力により外国企業との競争を阻害。

• 造船、コンテナ製造、シャーシ製造で中国シェアが高い。

• 中国のMaritime Dominanceは不当であり、追加関税などの輸入

制限措置の対象（Actionable）と判断。

これまでの経緯と補足

• 米国政府はコロナ禍の海上運賃高騰は外国企業のコンテナ船社が犯人と名指しで非難し、コンテナ船社の監督強化をOSRA2022で法制化した。

• 米国東岸の港湾労使交渉では、海外の船社と港湾事業者が米国の港湾労働者を搾取しているとし、トランプ次期大統領が組合支持を表明した。

• トランプ大統領は、パナマ運河を取り戻すとコメント。米国の懸念、①香港資本（中国資本）がパナマのコンテナターミナルに出資している

こと、②パナマの外交が中国寄りに変化していること、③パナマ運河が有事の際の物資輸送のChoke pointとなることが顕在化したよう。

• 米国防総省は、COSCO、CIMS（コンテナ製造）、中国船舶集団（CSSC）を人民解放軍に関係する企業としてブラックリストに入れている。
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4.アライアンス再編 ①本船入替時の本船運航状況を注視
本船の入れ替え（Phase In/Out）作業

日数 2025年5月までかかる

10隻以上の本船を投入しているループの場合には、新サービスの本船投入

が一巡するまで3か月を要するため。

中国、アジア、欧州、北米、南米で港湾混雑が常態化している。本船入替

スケジュールの狂いが、港湾での玉突きを発生させ、港湾混雑を悪化させ

る可能性もある。

アライアンス再編時のオペレーションについて アナリストの見方

アライアンス再編が始まる2月は春節で一時的に荷動きが減速する時期で

あることなどから、本船入替によるカオスは発生しないと見る。

（Alphalinerの見方）

本船入替時には、いつものように混乱が発生する。

現状 傭船料市況には出物がなく、不稼働船比率は低水準にある。その結

果、急場をしのぎスケジュール安定のため、短期傭船で本船を追加投入す

ることが困難。

オペレーション安定まで長期化の可能性

NYNJ港ではGEMINI始動により、MSCは寄港ターミナルが変更となるため、

大掛かりなターミナル引っ越しが予定されている。ターミナルの扱い能力

を超えるような負荷がかかる場合には、混雑が発生する。

Ocean 
Alliance

Premier 
Alliance

GEMINI

MSC
単独2M

Ocean 
Alliance

THE 
Alliance

MSC

2025年1月末まで 2025年2月から

アライアンスの変化

※Sea Intelligence（2024/12/30)によると、2024年11月の定時

率はMaerskが61.9%、Hapag Lloydが53.5%。

Gemini Cooperationは90%の定時率にコミットしている。
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4.アライアンス再編 ②競争関係の変化を注視
アライアンス間の競争変化

Hub ＆ SpokeとDirect Port Callingの競争 どちらが有利？

Gemini Cooperationの定時率90%の達成時期はいつ？

荷主の物流要件の変化

定時率が向上するがLead Timeが伸びるサービスが選好される？

定時率は安定しないがProforma上のLead Timeが短いサービス

が選好されるか？

荷主の船社起用方針の変化

1アライアンス1社を起用方針とする荷主の場合

GEMINI Cooperationは2社択一となるのか？

それともシェア割りなのか？

船社間競争の変化を注視

アライアンス再編に臨む船社スタンスを注視

シェア拡大のきっかけとするか？

顧客取引安定、深化のきっかけとするか？

長期契約運賃交渉の成約状況を注視

HUB ＆

SPOKE

Direct 

Call

小 大

Ocean 
Alliance

Premier 
Alliance

GEMINI

MSC
単独

アライアンスの規模と航路形態

航

路

形

態

船腹量規模
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5.スエズ運河通航再開時の変化 ①解撤量の推移

2020年以降 解撤量は低水準で推移している

• 低水準の要因 コロナ禍の輸送需要の高まり

2024年初旬

①中東情勢の変化による喜望峰の迂回で航海

距離が伸び、②荷動き増加により輸送需要が

前年比で大幅に拡大した。

2024年後半

荷動きが強く、2025年2月のアライアンス再

編に向けた船隊整備が進行し、旺盛な船腹需

要があった。

スエズ運河通航再開が変化点

運河の通航再開で航海距離が短くなるため、

輸送需要が収縮する。

このタイミングで高齢船の解撤が進行する。

2003年以降の竣工量と解撤量実績の推移及び2024年以降予測 （2024年10月末時点）
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2003～2023年の
年平均増加率：7.6%

竣
工
量

解
撤
量

（平均増加率）

注：2024年以降の「E」は予測

出所：MDS、S&P Global、各種報道より日本郵船調査グループにて作成
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5.スエズ運河通航再開時の変化 ②高齢船船腹量（船社別）

船齢16年以上の高齢船

• コンテナ業界全体

船齢16年以上の船腹量は858.3万TEU

全体の船腹量2,986万TEUのうち28.7%を占める。

• 船社別にはMSCが最も多い

Maersk、COSCO、CMACGMと続く。

• MSCの場合

船齢16年以上の船腹量は200万TEU超で、ONEの

全船腹量（190.1万TEU）を上回る。

MSCには605万TEUの船腹があり、16年以上の割

合は35.3%。21年以上の高齢船はまだ100万TEU

あり、16.6%を占める。

2025年2月からは東西航路で単独配船を始める。

そのための船隊整備として、2024年は高齢船数隻

を買船した。
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SITC
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Yang Ming
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上位15社の16年以上の船腹量 （2024年8月末時点）

出所：MDS、S&P Global、Clarksons Researchより日本郵船調査グループにて作成
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６．まとめ 2025年のコンテナ輸送

戦闘行為のない平和で穏やかな日々が戻ることを希求する。

2025年の見通しは、喜望峰経由前提で、船腹需要と船腹供給は前年比で低成長に変化する。

船腹供給の増加率は船腹需要の増加率をわずかに上回る見通し。

船腹の増加分はやりくりして吸収可能なレベルと推察する。

様々な変化が起こる可能性があるのは輸送需要の方

発生時期が見込まれる変化もあれば、まだ視野に入っていない変化にも注意する。

大きな変化点を挙げるとしたら、スエズ運河の通航再開（TEU MILESの縮小）。

中長期的課題への取組の進捗を注視

次世代燃料船の竣工量の増加に伴う環境対応の進捗

各社事業計画に即した航路網の拡充/深化を注視
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